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研究要旨 
 陽性反応適中度（PPV）の向上をはかる上で、要精検率および精検受診率の影響の大きさ
を職域のデータを利用し検討した。本職域の場合、要精検率のPPVに与える影響は少ないと
推測された。一方、精検受診率の与える影響は大きく、5％以上のPPVを得るためには75.6%
の精検受診率が必要であることがわかった。このPPV基準にあわない集団の平均精検受診率
は、55.8％と低く、集団全体でのPPVの向上を図るには低いPPVを呈する集団へのアプローチ
が重要である。 
 
 
Ａ．研究目的 
  国が許容値として提示している便潜血検
査を用いた大腸がん検診での陽性反応適中
度 (PPV) は、1.9%以上であり、これは乳
がん検診の2.5%以上、子宮頚がん検診の
4.0%以上に比較すると低い値である。大腸
がん検診の場合、便潜血検査 (FOBT) キッ
トの精度や精検としての大腸内視鏡検査の
精度を制御しても、以前より指摘される低
い精検受診率が向上しないかぎりPPVの向
上は期待できない。また、国の提示する精
検受診率の目標値は70%であるが、この数
値のPPVに与える影響も十分には考察され
ていない。今回、職域での大腸がん検診デ
ータを利用し、上記の課題について検討を
行った。 
 
Ｂ．研究方法 
  がん検診データベースより2014年度の大
腸がん検診データを抽出した。職域では複
数の提携検診機関を利用したがん検診が実
施されているため、検診機関ごとのプロセ
ス指標（FOBT受診率を除く）を算出し、
PPVと要精検率、精検受診率の比較をおこ
なった。この際、PPVをカットオフ値とし
2%から10%まで変化させ、これ以上の値を
とる検診機関とそうでない検診機関に分け、
それぞれの群の平均要精検率、平均精検受
診率を求めた。これにより、あるPPVを目

標値とした場合に必要な要精検率および精
検受診率を推定した。なお、2群間の比較に
はWilcoxon検定を用いた。また、プロセス
指標の安定性を考慮し、受診者数が200名以
上であった検診機関のデータを利用した。
ターゲットとする病変は、内視鏡を含めた
治療を要する病変とした。 
 
（倫理面への配慮） 
        
 予め個人を特定できるデータを削除した
データを用い解析を実施したため、研究に
関する告知、倫理審査は実施していない。
Ｃ．研究結果 
 解析対象となる検診機関は、19機関 
であり、総受診者数は73,860人であった。
また、要精検者数は2,650人であった。要精
検率は1.8%から7.6%まで分布し、平均3.6% 
であった。一方、精検受診率は1.8%から100%
まで広く分布し、平均65.2%であった。PPV
は0%から22.2%であり平均7. 1%であった（表
１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表１ 対象検診機関とそのプロセス指標 
 
 
 PPVを2.0%から10.0%まで変化させ2群
に分けた場合、要精検率ではPPVがカット
オフ値以上の群の方が、そうでない群より
低い値をとる傾向にあったが、有意差はな
かった（表２）。 
 同様にPPVにより2群に分けた場合の精
検受診率を比較した場合、PPVが4%までは
差がないが、それ以上にPPVを上げた場合、
2群間で有意差を認めた（表３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表２ PPVをカットオフ値とし分けられた２群での
要精検率の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３ PPVをカットオフ値とし分けられた２群での
精検受診率の比較 
 
 

Ｄ．考察 
 本職域の場合、要精検率には差をみない
ことから、これがPPVに影響を与えている
可能性は除外できると考えられる。したが
って、要精検率が平均3.6%程度の環境で、
目標としたPPVを達成するには、どの程度
の精検受診率が必要かを把握することが可
能となる。 
すなわち、PPVを5%以上にするには、精

検受診率は75.9%以上でなければならない
ことが分かった。逆にそれ以下のPPVでの
平均精検受診率は55.8%と低くなり、職域
全体でPPVの向上を図るためには、極めて
精検受診率が不良な集団へのアプローチが
必要であることが理解できる。 
また、わが国で広く利用されている

FOBTの定量法では、要精検率のコントロ
ールは比較的容易であることから、PPVに
与える精検受診率の影響の大きさが推測可
能である。 
 一方、要精検率を低くすることにより、
比較的少数になった要精検者へのアプロー
チが可能となり、86%の精検受診率を達成で
きれば、10%のPPVを得ることが可能ともい
える。その意味で受診勧奨に関する戦略の
練り直しが必要である。 
  
Ｅ．結論 
 本職域の場合、精検受診率のPPVに与え
る影響が極めて大きく、ポピュレーション
全体でPPVの改善を図るには、極めて不良な
精検受診率を呈する集団へのアプローチが
必要である。 
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